
■経営戦略改定の意義

常総市公共下水道事業・特定公共下水道事業・農業集落排水事業においては

令和２年９月に経営戦略を策定しており、策定から５年が経過することから、
この度経営戦略を見直し、改定を行うこととなりました。

本改定は現状把握、将来予測を行うとともに、経営の目標を設定し、その取
組方針、将来の収支計画を取りまとめるものであり、これに基づき下水道事業
を運営することで、経営基盤のさらなる強化を図るものです。

■計画の期間

令和８年度から令和17年度までの10年間とします。

■事業の概要

■公共下水道事業

➢ 経常収支比率は安定して100％を上回っていますが、流動比率が100％を下
回っており、経常費用も予定値を上回っています。収益・費用を見直し経
営改善に取り組んでいく必要があります。【経営の健全化】

➢ 普及率、水洗化率ともに類似団体と比較して低い水準となっています。引
き続き普及率の改善に向けて取り組んでいく必要があります。【普及率・
水洗化率の向上】

■特定公共下水道事業

➢ 有収率・施設利用率ともに低い水準となっています。流動比率が高いこと
も考慮し、収益を高めるための設備投資等を検討していく必要があります。
【有収率・施設利用率の向上】

■農業集落排水事業

➢ 経常収支比率は安定して100％を上回っていますが、流動比率が100％を下
回っており、使用料収入も予定値を下回っています。収益・費用を見直し
経営改善に取り組んでいく必要があります。【経営の健全化】

➢ 有収率が類似団体と比較して低い水準となっています。より効率的な運営
に向けて設備投資等を検討していく必要があります。【有収率の向上】

■使用料収入の見通し
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１．経営戦略の策定にあたって

事業
供用開始
年度

処理区域内
人口密度

処理区数 処理場数

公共下水道事業 平成11年４月１日 30.3人/ha ３ ２

特定公共下水道事業 昭和56年７月１日 該当数値なし １ １

農業集落排水事業 平成６年12月１日 12.9人/ha ５ ５

２．常総市下水道事業の現状と課題

３．将来の事業環境

■汚水処理費と経費回収率の見通し

■施設の見通し

公共下水道事業において
は普及率及び水洗化率の向
上が見込まれます。

これにより、令和17年度
までの使用料収入は緩やか
な改善を見込んでいます。

汚水処理原価が物価の
上昇や投資により増加傾
向にあるため、特定公共
下水道事業及び農業集落
排水事業における経費回
収率は低下する見込みで
す。

ただし、公共下水道事
業は使用料収入の改善に
より経費回収率は改善す
る見込みであり、これに
より会計全体の経費回収
率も改善する見込みです。

ストックマネジメント計画等に基づき適切な更新に要する経費の試算を行っ
た結果、毎年839,000千円～1,546,000千円の投資が必要となる見通しです。

使用料収入の見通し（会計全体）

汚水処理経費と経費回収率の見通し（会計全体）

投資額の見通し（会計全体）
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ストックマネジメント計画に基づき施設管理費用やライフサイクルコスト
の削減を図り、計画的な投資により事業費の年度間平準化に取り組みます。

広域化・共同化や民間活力の活用についても先行事例や優良事例を参考に
導入可能性等を継続的に検討します。現時点では、令和９年度までにウォー
ターＰＰＰ導入可能性調査を実施することが予定されています。

(5)定期的な検証および見直し

■未普及地域の解消(市民ニーズに応じた計画的な整備実施と水洗化率の向上)

引き続き、市民の意向を勘案しながら適切な規模の整備に、計画的かつ効率

的に取り組むとともに、下水道接続に係る住民意識の向上に励み、住みよい環
境の提供に努めます。

■施設の強化（老朽化対策と災害対策の一体的推進）

新規の整備にあたっては災害の発生を想定し、事前の減災（浸水被害の防

除）を図るとともに、既存施設の耐震化にも取り組み、安全な下水道施設を構
築します。

予防保全の考え方によるインフラメンテナンスの実施を基本とし、ライフサ
イクルコストの低減に努めながら、早期段階から維持管理と長寿命化に着実に
取り組みます。

■健全な財政運営（安定した経営基盤の確立・強化）

運営体制の見直しと人材育成に積極的に取り組むとともに、経営状況の見え

る化に取り組み、コスト意識の強化及び定着を図ります。

■経費回収率の向上に向けたロードマップ

(1)業績指標及び目標年限

次に掲げる業績指標を達成することを目標とします（特定公共下水道事業及び
農業集落排水事業を公共下水道事業に統合することを検討中であることから、会
計全体における目標等を設定するものとしています）。

(2)使用料改定の必要性

人口減少に伴う有収水量の減少によって使用料収入が減少するとともに、物価
上昇に伴い経費の増加が見込まれます。令和７年度に使用料改定の要否を検討し
た結果、まずは下水道接続率の向上に取り組み使用料収入の増加を図ります。

(3)収入増加の取組

使用料改定の検討のほか、普及率及び水洗化率の向上に継続的に取り組み、ま
た毎年度総務省から発出される繰出基準を確認して一般会計繰入金の積算内容を
見直すなどによって、適正な公費負担の確保に取り組みます。

４．経営の基本方針

５．投資・財政計画（収支計画）

経費回収率の向上に向けたロードマップ

業績指標と取組項目

■投資・財政計画の策定結果（会計全体）

(1)収益的収支

収益的収入全体では、使用料収入の増加や繰入金の増加により令和８年度
1,529百万円から令和17年度1,781百万円に増加する見込みです。

収益的支出全体では、減価償却費や支払利息の増加により令和８年度1,468
百万円から令和17年度1,711百万円に増加する見込みです。

計画期間の収支は期間を通じて純利益が生じる見通しです。

(2)資本的収支

資本的収入（企業債発行収入、国・県補助金収入等）は令和13年度1,829百
万円が最大、令和12年度1,178百万円が最少となる見通しです。

資本的支出（建設改良費、企業債償還金等）は令和13年度2,309百万円が最
大、令和12年度1,601百万円が最少となる見通しです。

経営戦略は少なく
とも５年に１度の見
直しを行います。実
績・効果を検証し、
必要な軌道修正を定
期的に行うものとし
ます。

収益的収支の推移（会計全体） 資本的収支の推移（会計全体）


